別記第４号様式

岐阜県県民ふれあい会館指定管理者事業計画書
	団体の所在地
	　

	団体の名称
	　

	代表者氏名
	　

	指定期間
	　令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで


	この事業計画書に関する連絡先

	担当所属名
	

	担当者
	役職名
	

	
	氏名
	

	電話番号
	

	ファクシミリ番号
	

	電子メールアドレス
	


申請団体名：

１　施設管理の基本方針について
	※　岐阜県県民ふれあい会館の設置目的、施設の運営方針及び公の施設としての役割を踏まえ、指定管理者として管理運営を行う上での基本方針、並びにサラマンカホールの基本的活用方針を記載してください。




申請団体名：

２　類似施設の管理実績について

	※　岐阜県県民ふれあい会館の類似施設（特に文化ホールを有する施設。「岐阜県県民ふれあい会館」を含みます。）の管理実績がある場合には、その施設の名称及び所在地、管理期間並びに管理業務の内容を具体的に記載してください。

※　共同体により申請する場合は、当該管理実績がどの構成員によるものかを明示して記載してください。



申請団体名：

３　利用者サービスの向上について
	※　審査基準中の審査項目「利用者サービスの向上」に示す審査の観点にかんがみ、岐阜県県民ふれあい会館の利用者サービスの向上策について具体的に記載してください。
（1） 文化施設としての魅力を高めるための効果的な方策について
（2） 県民が良質なクラシック音楽に触れることができる企画について
（3） 多くの県民が気軽に音楽に触れることができる企画について
（4） 県内アーティストの育成や音楽教育の推進に資する企画について
（5） 利用者サービスの向上について
（6） 利用者の平等な利用に配慮した取組について
（7） 利用者を増加させるための取組について
（8） 利用者の意見の反映や苦情への対応について
（9） 営業日及び利用時間の設定について
（10） 広報に関する取組について
（11） 施設の稼働目標について
　　※令和４年度の下記施設の目標水準（稼働率及び利用者数）を記載してください。

　区　　　　　　　分
令和４年度目標
稼働率（％）
H30
年度比
利用者数(人）
H30
年度比
３０１会議室（中会議室）
３０２会議室（大会議室）
４０１～４０８，４１０会議室
（小会議室）
４０９特別会議室
第１和室会議室
第２和室会議室
１４０１会議室（展望会議室）
特別応接会議室
展望レセプションルーム
デッキ・プラザ・アトリウム
サラマンカホール
　　※稼働率は、貸出対象施設ごとに、次のとおり算出してください。

　　　・目標稼働率＝貸出目標日数÷（開館日数－点検日数）×100

　　　・貸出目標日数は、午前、午後など、どの利用区分で利用があっても１日として計算

　　※現状による各施設の貸出もしつつ、利用料金変更や備品・消耗品購入など指定管理者負担として実施できる範囲で、施設の稼働率及び利用者数の増加が見込めると考える施設がある場合は、その方法を具体的に提案してください。

（12） 自主事業の計画について



申請団体名：

４　施設の維持管理について
(１)　維持管理業務の実施に係る基本的な考え方

	※　岐阜県県民ふれあい会館の維持補修、設備保守点検、清掃その他の維持管理業務の実施に係る基本的な考え方及び環境の保全に関する考え方を記載してください。
（１）岐阜県県民ふれあい会館の維持管理業務の実施に係る基本的な考え方
（２）環境の保全に関する考え方



申請団体名：

 (２)　作業計画表

	※　岐阜県県民ふれあい会館に係る維持管理業務について、仕様書等に示す実施方法、実施回数等と異なる内容により実施を予定している業務がある場合には、その具体的な実施方法、実施頻度等を表により示してください。



申請団体名：

５　収支計画について

(１)　経費縮減の考え方及び具体的な方策

	※　岐阜県県民ふれあい会館の管理運営に係る経費縮減の考え方及び具体的な方策について記載してください。




(２)　収入増加の考え方及び具体的な方策

	※　岐阜県県民ふれあい会館に係る収入増加の考え方及び具体的な方策について記載してください。

※　自主事業に係る収入が見込まれる場合には、その内訳及び金額を併せて記載してください。
　


(３)　利用料金の設定

	※　岐阜県県民ふれあい会館の利用料金の設定案、減免の考え方等について記載してください。




申請団体名：

 (４)　収支計画

区　　


内　　

	　　　　　　　　訳

	金　　　額

	
	維持管理費
	
		光熱水費
	
		施設管理費
	
		保守点検費
	
		施設設備等修繕費
	
		備品消耗品費

	
	企画事業費
	
		サラマンカホール企画事業費
	
		県民ふれあい会館企画事業費
	
		○○事業費

	
	人件費
	
	事務費
	

	その他
	
	支　　　　　出　　　　　計

	


区　　


内　　

	　　　　　　　　訳

	金　　　額

	
	サラマンカホール企画事業費
	
		音楽公演開催事業費
	
		弦楽器貸与事業費

	
		○○事業費

	
	支　　　　　出　　　　　計

	

	


備考　収支計画書は、令和４年度から令和８年度までの各年度分について作成してください。
申請団体名：

６　組織・体制について

(１)　運営組織の構成と考え方
	※　審査基準中の審査項目「組織・体制」に示す審査の観点にかんがみ、岐阜県県民ふれあい会館の運営組織の構成（組織図）と考え方について記載してください。
※　組織図については、役割分担、責任体制、人数について記載してください。なお、役職等の名称は人員配置計画書と一致させてください。
（１）組織図
（２）労働法令の遵守や雇用・労働条件についての考え方
（３）施設を現在管理している従業員の雇用についての考え方
（４）障がい者や高齢者の雇用についての考え方



申請団体名：
(２)　人員配置計画書
	※　岐阜県県民ふれあい会館の管理運営業務に従事するすべての者（第三者への委託を予定している業務を含みます。）に係る人員配置計画を下記に示してください。
役　 職　 等
担　 当　 業　 務
能力、資格、実務経験等
雇用形態
年齢層
週当たり
勤務時間
摘　　　要
正規
ﾊﾟｰﾄ
委託
その他
注）
１　従業員１人毎に作成してください。(同一の業務・雇用形態で複数人配置する場合は、一括記載し、摘要欄に「○名」と記載してください。)
２　役職等欄は、本施設管理上の役職を記入してください。（６（１）記載の「組織図」と名称を対応させてください）
３　雇用形態欄には、実際に勤務する従業員を想定して該当する欄に○印を記入してください。（その他の場合は具体的に記入してください）
　 なお、「正規」は週４０時間程度勤務し貴団体が複数年にわたり雇用する従業員とします。「パート」は非常勤で臨時に契約する従業員とします。
４　年齢層欄には、２０代、３０代、４０代等の目安で結構ですので記入してください。
５　摘要欄には、その他参考となる事項を適宜記載してください。


申請団体名：
(３)　勤務シフト・ローテーション表
	※　岐阜県県民ふれあい会館の管理運営業務に従事するすべての者（第三者への委託を予定している業務を含みます。）にかかる標準的な１か月分の勤務シフト・ローテーション表を記載してください。
（本様式によらず、施設の運営形態や勤務形態等にあわせて、適宜に作成した表を添付いただいても結構です。）
※　役職等は、（２）人員配置計画書に記載した名称と一致させてください。
役職等
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25

26
27
28
29
30
31
勤務時間
月
火
水
木
金
土
日
月
火
水
木
金
土
日
月
火
水
木
金
土
日
月
火
水
木
金
土
日
月
火
水
月合計
週平均



申請団体名：

７　危機管理について

	※　審査基準中の審査項目「危機管理」に示す審査の観点にかんがみ、岐阜県県民ふれあい会館の管理運営に係る危機管理の考え方及び具体的な方策について記載してください。なお、保険の加入については、当該保険の種類、補償金額、条件等を明示してください。
（１）利用者の安全確保対策について
（２）事故・災害発生時の対応について
（３）保険の加入計画について
（４）個人情報保護、情報管理に関する考え方


申請団体名：

８　経営基盤について

	※　審査基準中の審査項目「経営基盤」に示す審査の観点にかんがみ、申請団体の経営基盤について具体的に記載してください。
（１）申請団体の財務状況について
（２）金融機関等の支援体制について


申請団体名：

９　地域連携について

	※　審査基準中の審査項目「地域連携」に示す審査の観点にかんがみ、申請団体が岐阜県県民ふれあい会館の管理運営を行うに当たっての地域とのかかわり方について、その考え方及び具体的な方策を記載してください。

※　地域連携の取組が、本事業計画書内の「３利用者サービスの向上」や別記第１２号様式「レストラン等運営計画書」に関連する内容である場合には、本項目ではなく、それぞれの項目の中に記載してください。
※　県内からの雇用に配慮した取り組みについては、直接的な雇用に限らず、仕様書の「第３６（１）（２）」に記載した「県産品の優先的な使用」及び「県内企業の優先的な活用」など、間接的に県内雇用につながるような取り組みについても記載してください。

（１）県内からの雇用に関する考え方について
（２）地域との連携についての取組について



備考　１　記載欄が不足するときは、様式について所要の調整を行ってください。

２　必要に応じ、任意の別紙を追加することも認められます。
